
平成26年度職場における受動喫煙防止対策に係る意識調査 

● 調査概要 
○ 目的 

平成25年2月に策定された「第12次労働災害防止計画」において掲げられている「平成29年まで
に受動喫煙を受けている労働者の割合を15％以下とする」という目標の達成に向け、事業を運用
する事業主の受動喫煙防止対策に対する意識を定期的に把握するもの 
また、平成27年6月1日に施行された改正労働安全衛生法に関する意識も同時に把握するもの 

○ 調査方法 
スクリーニングを伴うオンライン・アンケート 
（ＷＥＢ上で自由回答方式で回答を募り、集まった回答を都道府県別人口比や喫煙率等でスクリーニング） 
（統計法（平成19年法律第53号）に基づく調査ではありません。） 

○ 調査の範囲 
①地域 ： 日本全域 

②産業 ： 日本標準産業分類による農業・林業、鉱業・採石業・砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供
給・水道業、情報通信業、運輸業・郵便業、卸売・小売業、金融・保険業、不動産業・物品賃貸業、飲
食店、宿泊業、生活関連サービス業（洗濯・理容・美容・浴場業、旅行業等）、娯楽業（興行場、遊戯
場等）、医療・福祉、教育・学習支援業、サービス業（他に分類されないもの） 
※官公庁及び地方公共団体の職員、自営業者等に該当する者は調査対象外 

③対象 ： 事業を運用する事業主2,000人 
※平成25年度の調査は、労働者の皆さまが調査対象でした 

○ 調査時点 
平成27年2月1日現在 



● 調査対象者の分布 

○ 都道府県 
 

東京都  ･･･16.2％ 
大阪府  ･･･  9.6％  
神奈川県･･･  7.9％ 
愛知県 ･･･   6.6％ 
兵庫県 ･･･   5.3％ 
埼玉県 ･･･   4.8％ 
千葉県 ･･･   4.3％ 
北海道 ･･･   3.8％ 

○ 性別 
 

男性  ･･･91.8％ 
女性  ･･･  8.3％  

○ 年齢 
 

平均 ･･･52.8歳 
最年少･･･  27歳 
最高齢･･･  79歳 

○ 職場での 
喫煙率 

 

31.1％ 
※ 日本国民の平均
喫煙率は32.3％ 
（平成25年国民健康・栄
養調査（厚生労働省）） 

○ 事業場規模 
 
 
 
 
 
 
 



● 調査対象者の分布（続き） 

○ 業種 
 
 
 
 
 
 
 



● 調査結果 
厚生労働省が推奨する受動喫煙防止対策（全面禁煙又は空間分煙）に関する意識 

 ① 厚生労働省が推奨する対策を知っていましたか？ 

＜職場における喫煙別＞ 

＜事業場の規模別＞ 

＜業種別＞ 

※ 「農業・林業」「鉱業・採石業、砂利採取業」「電気・ガス・熱供給・水
道業」「宿泊業」「娯楽業」は、十分なサンプル数が集まらなかった
ので、参考程度 

※ 300～499人より大きな規模の区分は、十分なサンプル数が確保できて
いないので、参考程度 
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厚生労働省が推奨する受動喫煙防止対策（全面禁煙又は空間分煙）に関する意識 
 
② 厚生労働省が推奨する対策についてどう思いますか？ 

＜職場における喫煙別＞ 

※ 「農業・林業」「鉱業・採石業、砂利採取業」「電気・ガス・熱供給・水
道業」「宿泊業」「娯楽業」は、十分なサンプル数が集まらなかった
ので、参考程度 

＜業種別＞ 



厚生労働省が推奨する受動喫煙防止対策（全面禁煙又は空間分煙）に関する意識 

③ 「もっと厳しくすべき」理由は？（複数回答可） 

④ 「厳しすぎる」理由は？（複数回答可） 

事業主として全面禁煙を進めたいと考えても、
喫煙者を説得するのが困難なため、行政の
ルールを厳しくして欲しい 

受動喫煙の害に対する理解がまだ不十分で、
対策が進められない 



○厚生労働省が実施している支援事業に関する意識 

① 厚生労働省が実施している支援事業を知っていましたか？ 

＜事業場の規模別＞ 

※ 300～499人より大きな規模の区分は、十分なサンプル数が確保できて
いないので、参考程度 

＜職場における喫煙別＞ ＜業種別＞ 

※ 「農業・林業」「鉱業・採石業、砂利採取業」「電気・ガス・熱供給・水
道業」「宿泊業」「娯楽業」は、十分なサンプル数が集まらなかった
ので、参考程度 



○厚生労働省が実施している支援事業に関する意識 

② 支援事業について、どこで知りましたか？（複数回答可） 

③ どの支援事業を、活用したいですか？（複数回答可） 



○労働安全衛生法の一部を改正する法律に関する意識 

① 改正労働安全衛生法（受動喫煙防止対策の努力義務化）を知っていましたか？ 

※ 300～499人より大きな規模の区分は、十分なサンプル数が確保できて
いないので、参考程度 

＜事業場の規模別＞ 

＜職場における喫煙別＞ ＜業種別＞ 

※ 「農業・林業」「鉱業・採石業、砂利採取業」「電気・ガス・熱供給・水
道業」「宿泊業」「娯楽業」は、十分なサンプル数が集まらなかった
ので、参考程度 



○労働安全衛生法の一部を改正する法律に関する意識 

※ 300～499人より大きな規模の区分は、十分なサンプル数が確保できて
いないので、参考程度 

＜事業場の規模別＞ 

＜職場における喫煙別＞ ＜業種別＞ 

※ 「農業・林業」「鉱業・採石業、砂利採取業」「電気・ガス・熱供給・水
道業」「宿泊業」「娯楽業」は、十分なサンプル数が集まらなかった
ので、参考程度 

② 改正法を受けて、自社の方針に変更はありましたか？ 


